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1 .産業廃棄物の概念
時間の畏：短はあれ、すべての生産物はその使用目的を果した後には廃棄物と
なる。生産物そのものの性質によって原形をとどめるものも、とどめないもの
もあるが、その機能を果した後はもはや残湾として始末するほかない。残浮は
気状、波紋、固形といラように形態が異なり、処理の方法もそれにしたがって
ちがうにしても、環境汚染物質や老廃物として同様Kいろいろ困難な問題をひ
き起ζす。残棒という言い方は物質系の廃物あるいは排出物をあらわすに適し
ているが、エネルギー系の排出物は熱．光．放射マ騒音、振動などのどとく、
気．液状や固形の物質と異なる形態をとってあらわれる。
環境や公害の問題として重要なのはもちろん産業活動によって排出される
「産業廃棄物 jだけではない。し尿．どみなど生活の営みによって生ずる「一
般廃棄物」（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律j第2条）もまた人口の増加や
都市集中や生活様式の変化K伴って重大な処理問題の対象となっているのであ
る。都市行政の問題としてはむしろ一般廃棄物の方こそ厄介なものだといって
よL、。
廃棄物処理．滑掃法の分類によれば、「一般廃棄物Jは人の日常生活に伴っ
て生ずる、産業廃棄物以外の廃棄物であり、「産業廃棄物」は事業活動に伴っ
て生ずる廃棄物であって、その聞の区別はきわめて明瞭である。消費宮製品の
成熟段階Kしたがって生産的消費と最終的消費とに分けるよう V亡、廃棄物をそ
の排出段階にしたがって介けるならば確かに一般廃棄物と産業廃棄物とは混同
すべくもない。しかし廃棄物を社会的処理の対象として見直すならば、事はそ
れほど自明ではない。
し尿や厨芥などは一般廃棄物として除外するとしても、たとえば家庭の排出
するプラスチック屑や粗大どみなどは単純に一般廃棄物として行政だけの責任
に任してよいであろうか。それらは最終消賞者が排出するものであるとはいえ、
全然産業廃棄物とはいえないであろうか。直接生産過程から排出される廃棄物、
すなわち無用の国腫物ないし結合生産物が「産業廃棄物Jと呼ばれるととには
疑問がない。問題は消費過程に入って最終消費者の使用後に生ずる不用品であ
る。
商品生産社会では、消費者の排出するどみはほとんど産業生産物から出てく
るものである。厨芥はもちろん、し尿でさえも農水産その他の食料産業の産物
というととができるし、種々の生活用品の廃品はもとより産業の生産にかかる。
かりに生産者がその生産物の最終処遅にまで責任があるとすれば、すべての
どみ、廃棄物は産業廃棄物ということになる。だが、自然、の物質循環K基づく
自浄能力以上に排出される人聞のし尿やどみなどを消費者個人に処理させるこ
とが無理であるのと同様に、すべての産業生産物から生まれる不用物を産業廃棄
物として｝切企業に始末させるとともまた無理であろう。とれは単純な経済的
決定の問題ではなく、むしろ社会的、法律的K処理責任の所在を決定する社会
体制の問題といわなければならない。環境汚染や公害Kついては発生者の責任
を問う法体系が生まれつつあるが、企業の手をはなれて消費者の所有K帰した
産業生産物の廃棄物処理を対象Kした法律制度はまだ不確定だといっていい。
しかし、企業が利潤のみを収得して社会的に~大な費用を要する廃棄物処謹K
全く責任を負わないということについては、すでK強い批判が起こりつつある。
廃棄物についての社会的認識が公害問題の後を追って高まっていくならば、消
費過程で排出される廃棄物についても、ある程度、生産過程の産業廃棄物K対
するほあいに似た処理責任を要求する体制が生まれるかも知れない。そのよう
な体制においては「産業廃棄物J1.)範囲はより広範になるであろう。現在、
「産業廃棄物」についての社会意識は、たんに生産過程の廃棄物にとどまらず、
企業の手をはなれてからの廃棄物をもかなりの範囲において包括していると考
えられるのである。
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2.産業l苓棄物の種類とその排出産業
産業廃棄物の種類を物質的に分類することは、その廃棄物の生産工程への回
帰や最終的按術処理を考えるにあたってきわめて重要なことである。いま物理
的性状にしたがってさらに産業別に廃棄物の内容をあげれば次のどとくである。
種 類 発生源 主要内容
由形廃棄物（泥物を含む）
第一次産業廃棄物 ｜農林水産業・鉱山｜わら、もみがら、ねかふすま、
第二次産業廃棄物 工 業
土木．建築．廃棄物
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野菜屑、廃ピニールγ一人
家畜ふん、下校落東貝殻．
ポタ．不良鉱石
｜スラッグクリンカー灰溢、 金
属屑、金属容器、廃陶土．陶
製容器・ガラス屑、廃油、廃
ピyチ、舎成異性体、合成樹
脂屑、カーパイト盗、炭カル
副生泥状物、廃材、パーク、
おがくず、短繊維、食品加工
廃物、活性炭かす、紙屑
廃油．廃材．パイプ層、コン
クリート暦．残土
' 
第三次産業廃棄物 商 業 故紙、ポロ、変質食品、厨芥
液状廃棄物
工場排水 工 業 有機性排水、無磯性排水、高
混排水、放射能排水
畜舎汚水 畜産業 豚ふん原、牛尿
気体状廃棄物
すす・粉じん） 工 業 浮遊ばいじん・降下ばいじん、
硫黄酸化物 商 業 亜硫酸ガス．無水硫酸、硫化
水素．塩化水素．弗素化合物・
アンモニプ
有害 ガス 輸 送 一酸化炭素、
（自動車〕 炭化水素、鈴、 3• 4ベンツ
ピνイシ、窒素酸化物
廃棄物の物理的、化生的性質が産業によっていちじるしく異なることは、上
の表を一瞥しただけで明瞭である。殊に畜産業の排出する動物し尿は、人間の
し尿と同じく滑掃工場における処理対象とはなりKくい。また気状や液状の排
出物はいわゆる公害物質として社会問題となるものが殆どであり、企業内部
あるいは清掃工場で処理しえないものが少なくない。流出もしくは大気中K拡
散する液状、気状の廃棄物とちがって、函形廃棄物は捕捉するのは容易である。
だがそれだからといって、固形の方が処理しやすいとは必ずしもいえない。農
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業などの固形排出物には自然の物質循環~任せられる部分も少なくないけれど
も第二次産業などの廃棄物Kは雑多なものがあって、生産工程への回帰のほ
か、いろいろな処理方法が必要である。とのように多様な産業廃棄物の処理を
問題とすあばあいには、廃棄物の種類、性状、量、処理方法等の分析が重要で
ある。
そとで、廃棄物を産出する問題産業をとくにあげるととは可能であろうか。
廃棄物を排出しない産業はありえないのであるが、全産業にわたって的確な資
料はえられないので、工業だけをみてみれば、排出割合の多い産業は比較的少
数に限られるのである。製造業について出荷額百万円当りの業種別廃物基準表
なるものをみれば、金属製品、非鉄金属、鉄鋼業、石油．石炭製品、化学工業、
パルプ．紙．紙加工品、窯業・土石製品などK廃棄物が多い。鉄鋼業、金属製
品、非鉄金属の製造業などからはスラッグ、金属くず、その他の由形不燃物が
きわめて多量に排出され、また化学工業、石油．石炭製品の製造業からは廃酸
まえ廃化学物質、カーバイトかす、汚泥などの排出が多い。パルプ．紙．紙加
工品からは木類が多量に排出される。いうまでもなくとの調査による産業廃棄
物は製造工程から直接排出される部分であョて、消費者の手に渡ってからの廃
棄物ではない。廃棄物多産の産業は当然のことながら半製品ないし中間財生産
産業であョて、また資源を多量に使用する材料産業でもある。
廃棄物の産出は短時ーの問題であると同時にコストの問題でもある。重化学工
業といっても資源集約的産業の比重が大きいわが国の産業構造では、この廃棄
物の問題はきわめて重要である。経済のスクールが急速に拡大するにしたがっ
て、産業廃棄物は企業内部の問題Kとどまらず、多量の廃品が社会の問題とし
て意識され、それが生産者の責任問題として再び企業にはね返ョてきているの
である。この段階になると、消費後の生産物廃品が大量のもの、あるいは自然
の物質循蜘句処理が困難なもの、保健K有害なものなどが問題の対象となる。
その意味て唄在指弾されつつある、あるいはされる可能性のある産業は、粗
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大どみを生み出す耐久消費財産業や、腐敗しないどみを作り出すプラスチック
産業や、有害ガスを排出する自動車産業などであって、必ずしもただ廃棄物が
多量な産業と同じ性質のどみ問題をつくり出すものではない。だが、との種の
産業もまた重化学工業に多いのである。
消費者の使用済みの廃品や廃棄物については生産者の企業責任を問う社会意
識が漸く熟しつつあるとはいえ、その処理はまだ一般のどみとして地方自治体
の責任に任されている。したがってその関係資料もえ・られないので、企業が直
接排出する廃棄物についてのみ統計を掲げることにしよう。
表1. 東京都産業別廃棄物の排出量割合（係〕
建 設 業 8 8.0 
製 造 業 1 o.0 
還 輸 業 1. 9 
百貨店．スーパー o. 1 
合 計 1 0 0.0 
〈注】 昭和45年調査。資料：資源化技術協会「廃棄物の回収．利用．
処理の最適νzテムの設計に関する調査事例Kついて』昭和46年、
8 8頁。
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表2. 製造業業種別廃実物の排出量割合f労）
業 種 全国推計 1) 東京都 2)
鉄 鋼 業 3 5.6 3 2.1 
木 材 ． 木 製 品 1 5.0 6. 0 
窯業 ． 土石製品 1 2.2 1 2.4 
輸送用機械器具 9. 0 3. 3 
イヒ 学 工 業 5.4 3. 2 
織 維 工 業 3.6 ． 
金 属 製 品 3. 0 6. 0 
一般 機 械 器 具 2.4 5. 3 
電 気機 械 器 具 2.3 2.5 
食 料 品 1. 9 8.3 
パルプ．紙．紙加工品 1. 4 3. 4 
家 具 ． 装 備 品 1. 3 1. 0 
石油 ． 石炭製品 1. 3 4.6 
非 鉄 金 属 1. 2 4.4 
衣服．その他繊維製品 0.5 ． 
出版．印刷．同関連産業 0.4 1 2.2 
ゴ ム 製 品 0. 4 0.5 
皮 革 ． 同 製 品 0.2 1. 4 
精 密 機 械 器 具 0. 2 －． 
そ の 他 製 造 業 2. 7 1. 2 
計 1 0 0.0 1 0 0.0 
（注〕 前掲資料、 20頁および88頁。 1〕大阪市の実鶴周査結果Kより
全固につき推計、昭和42年総排出量0.53億トン／年。
2）昭和45婿周査。
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表 3. 全国推計製造業廃棄物の排出量割合f必〕
種 類 割合 種 類 割合
.;:(. ラ ヲ グ 2 7.0 廃 油 0.8 
木 屑 15.9 わ ら 屑 0.7 
金 属 屑 11. 6 無 機 ろ 過 材 0.6 
紙 屑 1 0.8 動 物 性残 澄 0.5 
土 砂 9.7 石 炭 ヵ＝ ら 0.4 
A フ ヲ ジ 5.3 タールピッ チ 0.3 
瓦 礁 3.7 灰 0.3 
ガ ラ -"' 屑 3.3 植 物 性残 溢 0.2 
廃 ア Jレ カ 3.0 有 機 ろ 過 材 0.1 
煙 遁 灰 1. 5 炭 粉 o. 
織 維 暦 1. 2 その他雑 どみ 1. 1 
ぷ日与 成 樹 脂 屑 1. 1 1 00.0 
廃 酸 0.9 計
〈注〕 前掲資料20頁。
生産物単位当りの廃棄物排出量が多い産業が現実に必ずしも多量の廃棄物を
排出するわけではない。総生産量が多ければ、単位当りの廃棄物が少量でも総
廃棄物は多量になるからである。だが、わが国では単位当り廃棄物の多い産業
が大量業であるばあいが多いために、そのような産業の廃棄物割合が高位を占
めていることが多い。仔細にみればもちろん同一産業のなかでも工場別、地域
別に廃棄物事情の相違があるから、大まかなたとえば製造業中分類の産業種別
をとョてみても地域によって生産単位当りの廃棄物量がかなりちがうことは珍
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しくない。まして産業構成の異なる地域。廃棄物割合が互いに相異なるのはむ
しろ当然である。
ここK掲げた東京都の産業廃棄物割合では、属大な廃材や各種の屑、残土を
排出する旺盛な建築活動を反映して啓築業のそれが 88~ と圧倒肋に大きい。
製造業のなかでは鉄鋼業が断然多く、次いで窯業．土石製品、出版．印刷、
食料品、木材．木製品、金属製品等が比較的多くて、中小工業の比重が高い東
京都の特徴を反映している。大阪市の実態を基準にした全国推計でも鉄鋼業の
廃棄物割合は35. 6 % （昭和42鼻、以下同じ）で他を引離しており、木材．木
製品の15 %、窯業．土石製品の 12. 2 %、輸送用機械器具の9%、化学工業
の5.4%などがこれに次ぐ。単位多りでは高位とされていた材料産業のうち、
金属製品、石油．石炭製品等が案外低率なのが注目される。種類別の廃棄物で
は製鉄業などK多いスラッグが27 %で他を圧し、木屑の15. 9係、金属屑の
1 1.6 %、紙屑の 10. 8 %、土砂の玖 7%、スラックの5.3%、瓦礁の3.7 '*
ガラス屑の3.3 %などが多い方である。これらの配分をみるとやはり鉄鋼業、
建築関係の排出物が量的に多くを占めていることが分かる。しかし量的に少な
いからといョて、他の多様な廃棄物の処理が容易だということには決してなら
ない。量的Kひどく多量な土木建築の廃材、残土などとはちがう質的にむずか
しい処理方法が必要であるかも知れないのである。
3.産業の廃棄物産出のメ力ニズム
産業廃棄物を狭義に、すなわち企業内の廃棄物と解すれば、それは企業の経
済活動に応じて産出するものであり、単位生産物当り排出比率が妓術進歩など
によって変動することはあるにしても、廃棄物がゼロになるというととはまず
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ありえない。他の事情にして等しければ廃棄物の大小はコストK影響するもの
であるから、企業はできるだけ廃棄物の比率を小さくすることに努めるであろ
う。もちろん市場メカ＝ズムのなかで計算されるのであるから、単位当り廃棄
物縮減の費用が縮減の利益を超過するならば、そういう努力は行なわれない。
産業廃棄物のなかには、その産業自身が全く利用しえないものと再生利用の
可能なものとがある。技術的に再生可能な廃棄物があるばあいに、もし
原料としての再生収益〉 原料再生過程の費用
であれば、その廃棄物は再び生産工程に復帰するものと考えられる。現実には
その純収益が僅少なばあいに煩瑛を嫌って再生が放棄されるかも知れないけれ
ども、理論的には採算可能な産業廃棄物はその処理が企業内で行なわれるはず
であるから、企業外K排出されて公共負担の問題をひき起とすことはない。
問題となるのはやはり reeye I ing k乗らない廃棄物であって、たとえば燃
えがら、汚泥、各種の屑などがそうである。だがそれらがつねに絶対無用有害
な廃棄物であるとは限らない。それらを排出する企業にとっては無用な廃棄物
であっても、たとえば残土のどとき他の企業あるいは産業の建設工事には有用
でありうる。つまりその廃棄物の流通機構があれば、それらはrecycl jng 
k乗りうるのである。ある企業、ある産業にとって価値のない物質も、他の企
業、他の産業にとっては価値があるということであるが、しかしそれはその物
質の供給者と需要者を仲介する組織が存在しての話である。
前述した産業廃棄物のなかで回収再生されるものは何かということを種別的
K固定することはできない。技術の進歩Kよってかつて再生の不可能であった
ものを可能にすることはできるし、また将来についても同様であろう。ところ
で、企業とくK私的企業にとョて技術的可能性は再生の必要条件ではあっても
十分な条件ではない。‘再生の収益＞再生の費用”という経済的条件が充た
されなければ、企業は廃棄物の回収再生にのりだすことはない。技術的K可能
であョても費用が収益を超過するような再生作業は問題Kならねのである。収
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益と費用との相対関係ももちろんいろいろな要因に規定されるのであるが、資
源が稀少になればなるほど、おそらく高い費用をかけても廃棄物の回収再生は
引き合うことになるであろ号。しかしそのことは経済的効果の低下を意味する
のであるから、技術進歩はまさに自然科学的、工掌的進歩であるだけでなく、
同時K経済的能率を高めるものでもなければならない。
流通機構の媒介による異なる企業、異なる産業での廃棄物利用も、技術進歩
Kよる廃棄物の再生利用もともに不可能なはあいが最後K残るのであるが、こ
れが実は公害や環境の悪化を通じて負の公共財となる最も厄介な対象である。
そのような廃棄物が微量ならば、企業はある期間堪えられるかも知れない。し
かし、無用有害な廃物をいつまでも保有していることはできないし、大量l'L排
出されるものならばいョそう企業内。保有は困難であろう。工場規模や敷地の
小さい中小企業のぼあいにはますます困難は深刻であろう。
全く廃物として捨て去るほかのない産業廃棄物は、もし外部からの強制がな
ければ企業はどみとして自治体などの処理にまかすであろう。その処理費用は
はじめから私的費用K算入されることなく公共の負担となるのである。不経済
を外部に転嫁することが認められる限りは、企業が進んで白ら負担することは
考えられない。企業の社会的責任というようなことが問題となっても、企業の
利準拡大あるいはその存立の要求と社会的非難の苦痛とを比較考量すれば、ま
ず前者を採るのが一般であろう。利潤経済のなかで自発的な次元で企業の社会
的責任が稔ぜられる限りでは、期待される効果はむしろ観念的、道働句なもの
である。放恋な廃棄物の投棄が究極l'Lおいて社会的生産や生活の環境を破壊し、
生産と生活そのものの循環を不可能にするととを各企業が自覚するか、あるい
はそのことを予見する公共当局が行政的に規制してはじめて企業の社会的責任
の皆ヲが期待され五のである。企業が環境破壊の結果を自覚したばあいでさえ、
「総論賛成、各論反対」で個別企業として自発的にその責任を果すことは、多
分甘い期待K終るであろう。結局、ぞれは外部からの権力による規制に頼るほ
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かあるまい。
だが、その規制はどれだけ適正な廃棄物処理の効果をあげうるだろうか。わ
が国では大企業は多く下請の処理専門業者K産業廃棄物の処理を委託し、下請
はさらに再下請K委託するというふうに機構が複雑であって、しかも零細な下
請、再下請業者は海洋に廃棄物を不法投棄するというような例が跡を絶たない。
一般に資力のない中小企業も同じととであって、下請の手を通さずにいわゆる
たれ流しなどの不法を敢えてするばあいが少なくない。このような不当不法な
処理が大量K行なわれるならば、公害ないし環境悪化のためK社会はマイナス
の生産物をおしつけられるわけであり、もし自治体がその始末をせざるをえな
いとすれば、私的費用の回避分がそっくり社会的費用として顕示されることに
なる。もっとも、公共の負担が増大するとしても、公害Kよって負の財貨が増
大するのにくらべればその方がはるかに望ましいかも知れない。だがそのぼあ
いKは、廃棄物処謹の義務を怠った企業が公共財政、つまり納税者の犠牲にお
いて不当な利益を受けるととになる。そのような利益をあたえる可能性がある
限り、道義的K企業責任の遂行を唱えてもがそらく効果は念いであろう。だか
ら、問題は企業に処理費用をいかにして完全に負担さぜるかというととKある。、、、
だが、それは一見容易にみえて実はそうで念い。廃棄物を出きない企業はない
から、すべての企業の処理状況を把握することが必要であるにもかかわらず、
実際には困難であろう。大量あるいは危険な廃棄物を出す大企業は下請姫理機
構を使ってその責任をあいまいKし勝ちであるし、無数の中小企業は規制の網
の自を逃れてひそかに処理することが多いのである。との困難念克服しない限
り、廃棄物の減少を含めてその処理の改善は望み動～
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4.産業庵棄物処理政策の問題点
産業の副産物として公害物質や廃棄物が輩出され、それが高度成長K伴ョて
人間生存の環境を汚染あるいは破壊するときには、成長と環境とのパランXが
問題となる．とのパランスをくずす要因としては、成長の速度と、それtc惨接
K関連する産業構造とがあげられよう。産業構造は主として質的な要因であり、
成長速度は量的な要因であるとも考えられる．そこでバランスを回復しようと
すれば、成長の速度を調節し、産業構造を変えなければなるまい。環境を汚染
あるいは破壊しないためには、一般に成長率を引き下げ、有害物質を比較的大
量に出す産業を縮小する必要がある。経済成長もできれば公害をゼロにし、環
境を保全してはじめて意味をもつのであるから、公害発生型の産業すなわち重
イ除工業K傾いた産業構造を公害防止型K改磐すべきであろう。もちろん公害
型の産業であっても、産業立地の顧慮や公害防除の設備によって公害の発生を
阻止しろるもの念らば、産業構造の改造まで考える必要はないかも知れない。だ
がそのばあいでも、前掲の諸表によって知られる通り多量の廃棄物によって公
害ないし環境の破壊をひき起こす産業K材料産業が多く、τれらが同時に資源
消費型の重化学工業であることを注意すれば、やはり産業構造の改造を全く避
けて通ることはできないであろう。
廃棄物の総量を減らすためには材料産業のウエイトを低めるととが有効であ
るが、廃棄物の処理やそのマイナスの価値について社会的費用という形で表わ
すことができれば、その効果はいっそう明瞭になるであろう。だが、社会の総
生産物という観点からすれば、同一資源を用いて私的純生産物と社制9純生産
物との合計を最大にするととが望ましいのであるから、構成要素の一部分であ
る社会的費用のたj、を知るだけでは資源配分の適否を判断することができない。
社会的費用と企業の私的費用との合計を私的生産物と社倒句生産物との収入合
計から差号lいたものが最大であれば、そむではじめて資源配分は国民経済的K
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みて最適というととができる。産業廃棄物の減少も私的、社会的を合せて社会
の純生産物総額；＆：：最大と在るので念ければ意味を念さ念い。
ここで問題となるのは社舗句費用や社舗句生産物、したがって社会的純生産
物の見積りであろう。産業廃棄物Kついていえば、それは通常マイナスの生産
物であり、私的費用とともに社会的費用をも形成するものである。そのうち私
的費用はおそらく苑盟費用と考えてれ、であろうし、その計算はたやすいので
あるが、社会の負担に帰する部分はむしろ明確を欠くのが普通であろう。廃棄
物が処狸されて全く無害であるならば問題はない。しかし有害であれば、それ
が負の価値であるのはまちが丸、ないとしても、果してその大きさがどれだけで
あるかを測定することは容易でない。自然の物質循環によって資源の再生産に
なるものはプラスの価値になるのであるが、たんにその存在が所要の空間を占
領する邪魔物であったり、あるいは分解されない有毒物質であったりするばあ
いには、そのマイナ1の価値はどのように評価したらよいか。もちろん廃棄物の
処理、存在状況によって差異があるのは当然としても、たとえば邪魔物はそれ
が排除されたばあいにそれの存在する土地の有しうる利用価植によって評価し、
有毒物質は生物に危害を及ぼしたばあいの可能的な損失に基づいて評価すると
となどが考えられる一つの測定方法であろう。とKかしなんらかの近イ助句測
定によって社会的純生産物を評価し、ぞれに基づいて社会全体としての資源配
分を適正K近づけるととが必要である。
前掲表2¥'Cよれば、生産額の多い鉄鋼業、自動車工業、化学工業などは廃棄
物の排出割合もまた多い。それだけK廃棄物が課する社封。費用を控除しなけ
れば、重要産業のメリットの評価も適正を欠くであろうし、資源配分の適否判
断Kも影響するであろう。もし廃棄物だけでなく、大気汚染、水質汚濁、熱汚
染、重金属汚染などK負の生産物の範囲をひろげていくならば、これらの産業
の社会的費用はいっそう多く見積ら左ければ念らない。
産業廃棄物について、その私的費用はもとより社会的費用を明ら治犯する上に軽
-14-
視しえない役割を演じるのは事業者責任ああいは発生者責任の原則（ PPP)
である。判断能力をもっ老が自己の意志を以て一つの行為をなすとき、それVて
ついて一定の責任を負うのは当然のことであη、産業廃棄物についてもとの根
本原則は貫かるべきであるが、いわば公害の先進国であるわが国がこれを法制
化したのはきわめて新しいことに属する。すなわち、昭和45年12月公布の
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律jkよって、「事業者は、その事業活動
K伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない j
（同法第5条）ととになったのである。但しその実施はおくれて、昭和46年
( 1 9 7 1年） 9月24臼が施行期日となっている。企業の法律上の責任を明
確にしたととは、環境保全の理念に基づいて汚染を発生源において捉える発想
念明らかにすると同時に、経済的Kは企業に廃棄物処理の負担を課して少なく
とも私的ー愛用を明白にしたのである。それによって経費節減のために廃棄物を縮減
し、あるいはその再生利用を促進するなどの効果が期待されるかも知れない。
すなわち、企業の資源消費に経済性を求めうる可能性が強くなったのである。
企業K産業廃棄物の処理費用を負担させるといョても、それがどの程度にな
るかは必ずしも自明でなL、。わが国の「廃棄物処理法JKよれば、企業は事業
活動K伴ョて生じた廃棄物の適正（傍点筆者）な処理のみならず、製造、加工、
販売される製品、容器等が廃棄物になったばあいにその適正処理を困難ならし
めないような処置をも求められている。廃棄物の適正な処理とはどういうとと
か、実施上その判断には相当の幅がありうるが、生産物やその容器が廃棄物に
なョたばあいの企業の責任Kついては、いっそう大きな解釈の相違が介入しう
るであろう。したがって適正な処遭の責任範囲をひろく解釈する企業ほど、そ
の負担する費用は大きくなるわけである。だが、営利を目的とする企業は費用
の膨脹をできるだけ避けようとするから、責任範囲をひろく解釈するととはむ
しろ例外に属する。企業との解釈のちがL、が出て〈るのは、→扮の産業廃棄物
とともK「一般廃棄物 jの処理を担当しなければなら治自治体や、環境Kt.こい
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する社会意識の強い住民とのあいだKおいてであろう。まず第一K重要なのは、
企業の事業活動がなければ発生しないはずの環境の汚染や破壊による損失を客
観的K演｜躍する方法を見いだすととである。その推定に基づいて企業の責任を
割り出そうとすれば、ぞれはおそらく通常企業が負担を承認する費用ょ ηも大
となるであろう。
企業が正当に負担すあ費用は価格Kあらわれる。だから、廃棄物処理の関連
費用がPp P原則の厳密な解釈Kよって糟大するならば、独占のばあいを含む
売手市場においてそれは製品価格K転嫁せら士、したがって最終的にはその製
品使用者の負担K帰するであろう。そうだとすれば、企業が客観的K負担する
のが当然な費用まで回避して社会的費用Kおしつける理由はないであろう。企
業はただ製品を市場K出荷する過程'1:おいて暫定的K費用を支払うだけであり、
真の負担者は製品の消費者だからである。もっとも、そのような費用のいちじ
るしい増加のために価格が騰費し、独占市場Kおいてさえ製品の売行きが鈍ると
とは十分ありうるから、企業がいわばこの種の不生産的費用の増加を嫌うのは
自然であるかも知れない。だが、企業がその負担を外部化して自治体や住民の
社会的費用に転化するならば、それは本来製品消費者の負担すべきものを一般
住民の租税か環境の犠牲におしつける不公正な態度というべきであろう。製品
の生産に無勢係の住民がヨX トの一部分を負担して、製品の消費者がその負担
を免れるということはどう見ても当をえないのである。
産業廃棄物K関する費用の負担についてはいろいろな問題があるけれども、
企業が生産、販売等K関連しながら当の企業外部で廃棄物となる生産物の処置
もその重要な一つである。わが国の「廃棄物知連法JKおいてはさきにも触れ
たどとし「事業者は……・・物の製造、加工、販売等に際して、その製造、加
工、販売等K係る製品、容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理
が困難に左るととの念いようにしなければならない」（同法第5条第2項】と規
定されている。第5条第p頁の「事業者が行なうべき廃棄物の適正な処謹 jが
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すでに抽象的な規定であるが、第2項の方はさらにつかみにくい。その解釈い
かんによョては企業は実際上ほとんど拘束きれないかも知れないのである。立
法者としては事業者責任宏指示した積りであるろが、企業の方ではとの規定の
具体的な状況を脳裡に描き出せないし、またそのようなあいまいな規定の下で
はあえて責任を引受けようとしないて・あろう。
高度成長経済において産業廃棄物の発生者責任原則が漸く確認されるところ
まで進んだとしても、なお実際においては大量に発生する廃棄物をすべて企業
の力だけで完全な意味の最終処理をすることは困難と考えられる。とくに資力
の乏しい中小企業が多数現存するわが国の経済ではその可能性が大きいのであ
り、現K「廃棄物処理法jでも事業者自身の義務は別として、地方自治体カ主条
件付きで産業廃棄物の処理ができる（同法第10条）としているのである。ま
して企業の手をはなれて消費者の手に渡qた製品、容器、包装紙などが層大な
廃棄物となったばあいにまで、その処理Kついて積極的に企業の責任を期待す
ることはむずかしい。同法第5条第2項の規定は企業者責任の内容が明確でな
い上に罰則も軽微である。なるほど私法的にいえば、企業が消費者に販売した
品物について、所有権をもっ消費者の自由な処分に責任を負う必要はないわけ
である。だが都市に人口が集中し、大量生産と大量消費のためにどみが人口密
集地に溢れる時代において、企業が従来の法律観念の下に自己の生産物の行方
について全く無責任であョてよいであろうか。
廃棄物の排出量が比較的少量で、しかも自然の自浄能力以下であるばあいK
は、美観、保健．衛生などからの価値観点を]JIJKすれば、一般K廃棄物は問題
とならない。しかしその排出量が生態系に基づく自浄能力をこえたり、耐久消
費財などの粗大どみや空値が堆積して自治体を圧迫したり、あるいは廃プラス
チック類などの自然的物質循環犯人りKくい人工物質が大量に投棄されたりす
るときにも、肝心のそれらの源を製造する企業が無関心て慣ませるとは思われ
ない。消費者に廃棄物処理の責任がないとはもちろんいえないが、最終的な処
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理まですべて個人が行なうことは事実上不可能なととが多く、とくに粗大どみ
Kついてはそうである。処理能力の点からいえば一般に個人よりも企業の方が
大きいのであり、しかも容器類を含めて製品が廃物化する以前の段階で社会か
ら利潤をえているという点からすれば、企業が環境破壊あるいは公害を起きな
い責任を社会的に分担することは不思議でない。
営刑事業として企業が単独あるいは共同経営で廃棄物処理の工場を設立する
計画はすでKいくつか伝えられているのであるが、これは従来私的企業の採算
上あるいは流通γステムの関係から捨てて顧なかった資材を再生利用するもの
であって、社会的生産物の観点からはきわめて望ましいことである。現在最も
厄介なプラスチック系廃棄物Kついても、これを化学的K分解して再利用する
技術が開発されつつあるといわれている。従来採算のとれなかったものが廃棄
物の回収方法の工夫や技術の進歩によって再生産の軌遁にのるならば、かなり
の量や種類の廃棄物が復活するであろう。だが、その軌道V亡さえのらない全く
の廃物もまた少なくない。そのような廃棄物について、その処理責任を処理能
力のない消費者や地方自治体Kすべて任すことは許されない。環境を良好に保
つことが次第に社会の一致した意見となれば、消費者もたとえば空纏を随所K
捨てることにたいしては強い非難を覚悟しなければならなくなる。しかし消費
者が環境汚染を自制した際、企業はそれからあとの始末について責任を分担す
ることを社会的に要求されるであろう。さきD「廃棄物処理法J第3条第2項
はすでにその趣旨を明示しているのであるが、問題は消費者の排出した産業生
産物の廃棄物処理K企業がどとまで責任を負うかというととである。自治体と
企業とのあいだに責任分担の線をどこVておくべきか、別K規範が定められてい
るわけではない。だが、少なくともこの種の廃棄物Kよる環境汚染・破嬢や公
害を防除する自治体の赤字支出分を測定して、企業側が個別なり共同なり適切
な方法で負担することは考えられてよい。その費用を製品価格に転嫁すること
はあえて不当ではないが、もし完全独占のどとく費用全部が価格K転嫁される
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ならば、結局消費者が独占利潤をえる生産者K代ョてこの種の廃棄物処理の費
用を負担することになる。寡占あるいは独占市場が大き訟勢力を占める現代資
本主義経済では、ここにも一つの重要な問題が指摘される。
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